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平成 29 年度（2017 年度）事業計画 

 

Ⅰ．はじめに 

 平成 28 年（2016 年）における大阪への訪日外国人旅客数は、平成

28 年（2016 年）目標である 770 万人も大きく越え 941 万人となっ

た。また、概ね国内旅行需要も堅調に推移した。 

 平成 28 年度、大阪観光局は、日本版 DMO 候補法人（地域連携）に登

録され、地方創生推進交付金（いわゆる DMO 交付金）の交付を受けるな

ど、DMO 法人としての一歩を、本格的に踏み出したところである。 

 大阪都市魅力創造戦略 2020 に示された都市像・施策方向性実現のけん

引役として、今後 5 年間のアクションプランとして、DMO 戦略を策定、

その中で、観光局が果たすべき役割や、ミッション等を整理したところで

ある。 

 平成 28 年度は、DMO 交付金の関係上、既存事業と DMO 事業に大き

く区分けして、事業を行った。 

まず、既存事業としては、これまで取り組んできた海外プロモーション

や、首都圏プロモーション、Osaka Free Wi-Fi などの事業を継続、拡充

するとともに、「あさが来た」「真田丸」などを契機として大阪への誘客に

取り組むなど、その時々のトピックを活かして、事業を進めた。 

また、DMO 交付金事業としては、DMO 戦略の策定に加えて、OSAKA 

 INFO の全面改修や、スポーツや食など、大阪ならではのコンテンツを使

ったニューツーリズム等の事業を進めた。 

特に、大阪府の宿泊税を活用して、梅田観光案内所を「トラベルセンタ

ー大阪」として、機能を拡充してリニューアルオープンし、観光コンシェ

ルジェ機能と医療機関紹介機能からなる 24 時間多言語コールセンターを

開設するなど、観光インフラの充実に努めた。 

 そのほか、「うめきたガーデン」や「大阪城ウォーターパーク by ハウス

テンボス」「戦国ザ・リアル at 大坂城」など、大阪の更なる魅力アップに

つながるイベントと連携して誘客に努めた。 

 さらには、大阪周遊パスの拡販に取り組み、110 万枚以上の売り上げが

見込まれるとともに、オフィシャルスポンサーを計 5 社獲得見込みである

など、自主財源の拡充に努めたところである。 

大阪の新たなシンボルとなる、大阪城をモチーフにしたロゴマークも制

定し、これを使った「OSAKA」のブランド化にも着手している。 
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 平成 28 年 12 月に、IR 推進法が可決・成立し、大阪市内の夢洲が候補

地となっている。また、2019 年にはラグビーワールドカップ、2020 年

には東京オリンピック・パラリンピック、2021 年にはワールドマスター

ズゲームズ、そして、2025 年には、IR 施設の候補地でもある夢洲に万博

を誘致する動きも本格化している。 

 このような大きな動きの中で、大阪の観光産業が地域の総合的成長産業

として、大阪・関西の「成長産業」「基幹産業」として確立し、観光を核に

して大阪・関西、更には西日本が飛躍していく好機である。 

 「国際観光都市・大阪」を実現するためにも、大阪観光局は、DMO 法

人として、マーケティングとそれに基づく観光都市としてのブランディン

グ、戦略的プロモーション、受入体制の整備といった観光地マネジメント

を戦略的に遂行していかなければならない。 

平成 29 年度は、平成 28 年度に策定した「大阪観光局 DMO 戦略」に

沿って、着実かつ大胆に事業を展開していく。 

 

Ⅱ．基本的な考え方 

大阪観光局は、大阪の観光推進のプラットホームとして、大阪への経済効

果を最大化するミッションを負っており、 

・数を増やすー世界の中で大阪が目的地として選ばれる取り組みを行う。 

・質を上げるー着地後消費最大化をめざし、大阪の戦略的な観光地域づく

りを促進する。 

・波及させるー観光産業をリードする存在として、大阪への経済効果を持

続、波及させる。 

の 3 点を軸にして、事業を組み立てることとする。 

具体的には、 

1. 24 時間観光都市「大阪」 

2. 関西・西日本観光におけるハブ「大阪」 

3. 多様性あふれる街「大阪」 

の３点を共通コンセプトとして、事業を展開していく。 

 

Ⅲ．組織強化の方向性 

 DMO 戦略に沿って事業を展開するに当たって、組織・人員について

は、観光局のミッションである「経済効果の最大化」に向けて、以下の機

能を強化していく。 

①デスティネーションマーケティング（リサーチ） 

 観光関連データに基づき、時々刻々と変化する市場環境や消費者特性を
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捉え、リソース（ヒト・モノ・カネ）を最適配分するための分析、意思

決定、調整機能を備える。 

  →市場調査機能を設置し、その分析内容を事業に活かしていく。 

②デスティネーションマネジメント 

 大阪観光の指令塔として、観光地づくりの担い手である府内市町村や民

間事業者等と連携し、具体的な取り組みを推進できるようにする。 

  →地域素材開発や、地域連携など観光開発を担う機能の一元化 

③MICE のより一層の推進 

世界有数の高付加価値経済 MICE 戦略都市の実現に向けて、大阪府、大

阪市、経済界とより一層連携するとともに、MICE 推進に向けた人材を

育成する。 

→MICE 推進部門の強化 

 ④受入環境整備の推進 

 観光案内所や Wi-Fi、大規模ターミナルのサインの改善など、受入環境

整備をより一層進める。 

  →観光インフラ整備の担当セクションの明確化 

⑤自主財源の強化 

 自主財源の拡充に向けて、自主事業の立案、実行を含む財源獲得機能を

強化する。 

  →営業担当の設置 

⑥人材獲得、育成 

 観光局の付加価値の源泉たる優秀な人材を育成、強化する。 

 →平成 28・29 年度において採用する計 6 人の職員を教育・育成し、

重点部門の強化につなげる。 

⑦リスクマネジメントの強化 

 事業実施上のリスクを低減するため、法務機能、情報セキュリティ機

能、知的財産管理機能を強化する。 

  →経営管理部門の強化 

 

Ⅳ．事業評価  

 事業遂行にあたっては、常に KPI（重要業績評価指標）に基づく事業の

進捗評価を実施し、事業効果の検証と事業の取捨選択を行う。 

事業効果の検証に際しては、外国人動向調査、経済波及効果の結果等を

活用する。また、PDCA サイクルを回し、常に業務改善を図る。 

なお、公益財団法人として全ての事業展開においてコンプライアンスの

遵守を優先した取組みに務めることは言うまでもない。 
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Ⅴ．具体的な事業の内容 

 DMO 戦略に沿って、マーケティングデータに基づく具体的な事業を進

めることとする。その際、28 年度に認められた DMO 交付金を引き続き

活用するなど、DMO 法人として、事業の充実強化を図る。 

  

 

1 データに基づく市場別のマーケティング 

（1）総合的なリサーチの実施とマーケティングの充実・強化 

・現行の関空アンケート調査を継続するとともに、出発地における意

向・意識調査、観光関連ビッグデータや Web マーケティングデータ

の活用など、多面的かつ総合的なリサーチを行う。 

・また、金融機関や観光関連事業者とデータを共有するなどして、より

広くデータの収集を図るとともに、有効な分析ができるよう協力して

いく。 

・観光マーケティングの専門家からアドバイスを受けるなどして、観光

施策全般を支える戦略的なマーケティングを行っていく。同時に担当

セクションを立ち上げ、将来のマーケティング業務を担い得る人材を

育成していく。 

・マーケティングの視点に立って、「多面的・総合的リサーチ」、「大阪

観光データベースの構築」、「大阪観光マーケティングレポート」を発

信し、MICE を含めた観光局の全部門の事業を進めていく。 

（2）Wi-Fi を活用したビッグデータの分析 

・Osaka Free Wi-Fi のネットワークを活用したビッグデータの収集と

分析により来阪者の動向分析を行なう。また他の民間 Wi-Fi ネットワ

ークとのデータ分析連携についても検討を進める。 

（3）周遊パスシステムの利用者データの収集と分析 

・大阪周遊パスの IC カード化を見込んだマーケティングデータの収集

分析手法の構築に向けた検討を進める。 

（4）大阪観光データベースの構築 

・上記（1）で入手したデータや 24 時間コールセンターで得られた情

報等をデータベース化し、大阪府、大阪市、府内市町村および関係諸

団体で活用できる大阪観光データベースとして整備するとともに、エ

リア連携に向けた役割も果たしていく。 

・（1）で記載した「大阪観光マーケティングレポート」及び一部基礎デ

ータに関しては、賛助会員へのサービス機能として活用する。また有
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料の観光データアーカイブとして販売することも検討する。 

 

2 マーケティング戦略に基づく的確なプロモーション 

（1）新たな手法の展開 

①新市場へのプロモーション 

・これまでのアジア（東南アジアを含む）地域に加え、旅行先進国であ

る欧米や豪州、今後経済成長が見込まれるインドやロシア地域など、

これまでアプローチが十分でなかった地域に対して、十分なマーケッ

トリサーチに基づいて、プロモーション事業を展開する。 

②新たなプロモーション手法による誘客促進 

・マーケティングやプロモーションのアドバイザーを活用し、その専門

的知識、経験を活かした事業展開を行い、大阪への誘客を促進してい

く。 

③新規観光コンテンツの展開 

・「スポーツ」「食」「医療」「ショッピング」「文化・エンターティメン

ト」など、大阪には豊富な観光素材が揃っており、それぞれの特色に

沿ったマーケティング・プロモーションを展開していく。 

 

（2）海外プロモーション 

①市場別プロモーションの実施 

・体制をターゲット市場ごとに分け、マーケティングリサーチによっ

て、それぞれの市場旅行情報・形態・トレンドセッター等を把握し、

戦略的なプロモーション活動を行う。 

・29 年度は、DMO 戦略に沿って、成長・新興市場である東南アジア

へのプロモーションを実施するとともに、欧米豪及びインドなどの経

済成長が見込まれる地域について、デジタルマーケティングを活用し

て、「OSAKA」のブランド化を図っていく。 

・ハラルの食事提供場所や祈祷室等の所在が分かるマップやガイドブッ

ク等を発行し、ムスリム対応を積極的に実施する。 

・エージェント及びメディアに対するファムトリップについては、適

宜、内容等を見直して実施する。 

②他団体との連携 

・関西広域連合や近隣府県や京阪神堺４都市等との連携を活かし、関西

広域における観光拠点都市としてのプロモーションを展開する。 

・また、府域自治体の友好都市との周年事業として実施される各取り組

みとの連携や水都大阪コンソーシアム、関西観光本部などの関係観光



 

- 6 - 

 

団体等との連携についても積極的に推進する。 

・大学、専修学校・各種学校などと連携し、留学生のネットワークを活

用するなど観光関連事業を進める。 

③海外からの教育旅行誘致 

・教育旅行チームの陣容を拡充し、専任の学校交流コーディネーターに

より海外と大阪の学校との交流促進を図るとともに、海外から関西へ

の教育旅行誘致促進を図る。 

・訪日教育旅行の誘致において、近隣府県と連携し、台湾等においてプ

ロモーション・ファムトリップを実施する。 

④海外現地駐在員の配置 

・DMO 戦略に沿って、ポイントとなる都市に、現地の旅行業界の動向

を調査・分析、情報収集を行う者を配置し、大阪観光局の現地駐在員

としての役割を担ってもらう。 

⑤その他プロモーション事業 

・クルーズ運航会社に対する誘致セールスを継続および、魅力ある寄港

地としての素材開発を進める。 

・2020 年オリンピック・パラリンピックに向けて、ジュニアスポー

ツ・文化推進の取組みと連携する。 

（3）国内プロモーション 

①国内旅行業者へのプロモーション等 

・旅行業者に対し、個人及び団体旅行の商品造成、修学旅行の誘致を促

進するため、観光施設、宿泊施設、府内市町村等と連携してプロモー

ションを実施する。 

・個人及び団体旅行については首都圏、中部、北陸信越及び九州、修学

旅行については関東及び中部を強化する。 

・特に首都圏を対象に、消費力があり、旅行への意欲も旺盛である女性

や、時間、お金に余裕のあるシニア層などにターゲットを絞って、商

品開発などを促していく。 

 

②ツーリズム EXPO ほか国内観光展への出展 

・国内最大の旅行博であるツーリズム EXPO へ出展する。 

なお、2019 年は、大阪での開催を目指していることから、MICE 担

当並びに関係事業者の方々とより一層の協力体制を築いて、参画して

いく。 

  また、中部、九州等で開催される観光展に、観光施設、府内市町村

等と連携して出展し、旅行者に対しプロモーションを実施する。 
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③ＪＲ各社や航空会社との連携プロモーション 

・首都圏、九州やその他の地域をターゲットにして、JR 各社や航空会

社と連携してプロモーションを展開する。 

④連続テレビ小説と連動したプロモーション 

・平成 29 年 10 月から放送が予定されている、吉本興業の創業者「吉

本せい」をモチーフにした連続テレビ小説「わろてんか」をきっかけ

にしたプロモーションを実施する。 

   ⑤周年事業、新施設等と連携したプロモーション 

   ・食博覧会（4 月）、御堂筋完成 80 周年（5 月）、大阪港開港 150 年

（7 月）、大阪城新施設オープン（6 月、秋予定）と連携してプロモ

ーションを実施する。 

 

3 世界に評価される魅力的な観光地づくり 

（1）24 時間観光都市を目指した取り組み 

・24 時間空港である関西国際空港を擁する強みを活かして、国内外か

ら観光客を呼び込み、観光客が 24 時間楽しめるツールを充実、強化

する。 

・大阪府、大阪市とも協力し、いわゆる夜間経済指標の数値化に取り組

み、夜の観光コンテンツ（ナイトエンターティメント）の充実につな

げていく。 

（2）富裕層対策 

・大阪の観光資源をさらに磨き、欧米などの富裕層のニーズに応えるに

足る魅力を充実させるとともに、富裕層向けの高級ホテルの誘致な

ど、環境整備を図る。 

・2019 年ラグビーワールドカップに来日する富裕層を大阪に取り込め

るよう、環境整備に取り組む。なお、既存事業においても、更なる富

裕層の取り込みを図っていく。また、魅力創造・観光開発を通じ、府

域への誘導を図る。 

（3）観光商品開発 

・大阪府域の観光素材の掘り起こしと商品化に取組む。教育旅行向け商

品開発についても継続的に取組む。 

・主力商品である「大阪周遊パス」については、商品の更なる魅力付け

と増売を目指す。 

・また、大阪の重要な観光素材である大阪城について、大阪城ＰＭＯと

の連携を進める。 

・そのほか、「食をテーマとした取組み」「ナイトエンターテイメントの
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開発」などにも、引き続き、積極的に取組む。 

（4）府内市町村連携 

①府内市町村・広域連携事業 

・府内市町村・観光振興団体・地域観光関連団体等と連携を密にし、府

内市町村の観光素材を魅力充実に向けて支援するとともに、観光客が

府内を回遊できるよう、市町村との連携を強化する。 

・特に、外国人観光客の玄関口となる関西国際空港からのルートや、

2019 年ラグビーワールドカップを控えた東大阪（花園ラグビー場）

など、多大な効果が見込めるエリアについては、地元関係者とより一

層連携して、事業を展開する。 

②天神祭等伝統行事 

・日本三大祭のひとつ天神祭を広くＰＲするために Webや印刷物によ

る情報発信を行うとともに、観覧席の設営や奉拝船の運航など、大阪

への集客を図る。 

・またインバウンド誘致に向けた旅行商品化に努めるほか、その他の伝

統行事についてもＰＲや観光客誘致につながるように関係先と連携す

る。 

（5）大規模スポーツイベントへの対応 

・2019 年ラグビーワールドカップ、2020 年東京オリンピック、パ

ラリンピック、2021 年関西ワールドマスターズゲームズを見据えて

戦略的に事業を展開し、以下の効果を得ることをめざす。 

   ・大会を契機に来阪する外国人観光客を受け入れるとともに、リピータ

ー確保につなげる。 

   ・また、これらのスポーツ大会を端緒にして、スポーツツーリズムの振

興（スポーツ振興を通じた国内外からの誘客）を図り、大会終了後も

含めて、大会開催の波及効果を拡大、継続していく。 

（6）関西・西日本のハブとしての広域観光の推進 

  ・歴史・文化、食、自然など観光資源の宝庫ともいえる関西の中心にあ

る立地と、それらが充実した公共交通機関で結ばれている優位性を活

かして、「大阪+α」の滞在型旅行の提案など広域観光ルートを確立

し、観光客を大阪市のみならず、府域全体、さらには関西・西日本観

光につなげていく。 

 

4 「世界の大阪」としてブランド化 

（1）世界に通用する観光資源のブランド化 

・国際観光都市「OSAKA」に相応しい的確なキーワードを設定し、水
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都、スポーツ・文化、食文化、ショッピング、医療、エンターテイメ

ント・サブカルチャー、ものづくり、歴史的な建造物など、世界に通

用する観光資源を磨き上げ、ブランド化を図り、さらなる誘客につな

げる。 

（2）広報・情報収集の充実 

・定例記者会見・プレスリリースといった国内広報業務に加えて、在阪

領事館や外国人記者とのネットワーク、海外有力メディアや各種媒体

への情報提供など多面的な国際広報としての情報発信を行う。 

・観光関係者や賛助会員等から広く意見を聞き、事業展開に活かしてい

く。 

・世界のメディアから見える大阪情報を収集・分析するシステムを構築

し、局内で情報共有を図るとともに、関係者に提供し、事業展開、ビ

ジネス機会につながるようにする。 

 

4 Webを重視した情報発信 

（1）インターネットによる情報発信力の向上 

・今後も増加する Web による情報発信の重要性に照らして Osaka 

Info のシステムの組み立てを見直すとともに、情報データベースの

刷新を行い、大阪の伝統行事やニューツーリズムなど新たな情報を網

羅したホームページにより情報発信力の向上を図る。 

・特に、平成 29 年度は、SEM を活用するなど、PV 数の増加に向けて

の取り組みを強化する。 

・Osaka Info については、リニューアル後も、日・英・繁・簡・韓・

タイの６言語で展開する。引き続き、イベント・特集など日々の更新

を行いアクセス数のアップを図る。 

・SNS による拡散力に着目し、日・英・繁・簡・韓・タイの６言語で

発信することとし、Twitter、Facebook、sina weibo、WeChat な

ど、様々なツールを使って、発信力を高める。 

 

（2）プロモーションツールの電子化 

・ガイドブック、マップなどのプロモーションツールの電子化を行い、

観光客の利便性の向上を図る。 

 

6 世界有数の高付加価値経済 MICE 戦略都市の実現 

（1）明確な戦略に基づく MICE 誘致の推進 

①MICE 戦略に沿った事業展開 
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・現在、改訂作業中の MICE 戦略に沿って、事業を実施する。 

・事業の実施に当たっては、③で示す「大阪 MICE 推進委員会」を通じ

て、オール大阪で推進していく。 

・また、従来の MICE 戦略から外れていたスポーツイベントやコンサー

ト、その他大型イベントに関しても、誘致に関する情報収集や開催支

援などを行っていく。 

②MICE 専門人材の配置 

・MICE 戦略に沿って事業を進めるため、MICE の専門家を配置すると

ともに、今後の MICE 誘致を担う人材育成を行う。 

③MICE 誘致体制の構築 

・MICE の誘致に当たっては、産官学挙げての誘致体制が必要であるこ

とから、平成 29 年度は、府市経済界で構成する「大阪 MICE 推進委

員会」を設立する予定であり、MICE 関連事業者も含めた誘致関係者

が一体となった効率的なプロモーション展開を図る。 

・併せて、MICE 誘致の効果を上げるため、MICE アンバサダー制度の

検討を行う。 

・MICE 関連業界及び地域団体との連携を強化することとし、大阪

MICE アライアンス（大阪観光局内における、官民一体で MICE 事業

を推進するワンストップサービスの事務局）における MICE クラスタ

ーの取組みや、グランフロントに続く各エリアマネジメント組織との

連携を推進する。また、ユニークベニューの開発に向けた取組につい

ても、観光局各部門との連携により取組みを加速する。 

（2）MICE 事業の更なる展開 

①MICE アライアンス事業の強化 

・大阪 MICE アライアンスをさらに強化し、恒常的な情報交換、国際ミ

ーティングエキスポへの出展、創出型 MICE の実施検討、セミナー、

共同プロモーション等の実施を通じて大阪の MICE 事業者全体の底上

げを推進する。 

②大阪 MICE ディスティネーション・ショーケースの実施 

・大阪 MICE ディスティネーション・ショーケースについて、MICE ク

ラスター別の出展の取り入れや、大阪ならではのテーマ性のあるパー

ティーを開催するなど、MICE 開催地としての大阪の魅力を大きく発

信し、新たな顧客獲得につなげる。 

③コンベンション及びインセンティブ誘致・支援事業の実施 

・指定寄付金を原資とした MICE 開催支援制度に関しては、戦略的な先

行営業支援施策として継続して実施する。 
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④MICE 情報発信 

・既存の MICE ガイドブックを活用するとともに、MICE 専門情報誌な

どのツールも利用していく。 

・また、MICE ホームページに関して、OSAKA INFO のリニューア

ルに合わせて、情報の有効活用とタイムリーな情報更新を図る。メル

マガの配信は継続して MICE 担当で実施する。 

（3）企画調査 

・MICE 視察研修及び MICE 関連団体への加盟に関しては、費用対効果

を検証しつつ平成 29 年度も継続的に実施する。 

 

7 世界最高水準の受入環境整備の促進 

（1）24 時間コールセンターの運用 

・平成 29 年 3 月にオープンする、24 時間多言語コールセンター（観

光コンシェルジェ機能、病院案内機能）を的確に運用する。 

・運用上出てきた課題等を基に、より有用なコールセンターになるよ

う、改善を図っていく。 

・コールセンターを運用する中で蓄積されるデータ等については、局内

で共有し、事業遂行に役立てるとともに、府内市町村の観光案内所等

とネットワークを構築し、情報共有を図っていく。 

（2）観光案内所 

   ①大阪・難波観光案内所の運用 

   ・大阪観光案内所（トラベルサービスセンター大阪（愛称：おもてなし

ステーション）については、大阪府から受託事業として、総合案内を

実施するなど、より充実させていく。 

   ・難波観光案内所については、関西国際空港からの玄関口としての役割

がますます増しており、より一層、的確な案内に努める。 

②観光案内所のあり方検討 

・観光局の観光案内所において、自治体や民間案内所のヘルプデスク機

能と広域観光案内に対応する案内所機能を付加させることを検討す

る。 

・（1）の 24 時間多言語コールセンターや、民間案内所等のヒアリン

グ、来訪者の質問項目等のデータを集約し、府域の観光案内所にフィ

ードバックする方策を検討する。 

 （3）ターミナル及び観光地における案内表示の改善 

・訪日観光客の急増で顕在化してきた案内表示の分かりにくさを解消し

「観光客にやさしい街大阪」を目指す。 
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・29 年度は、大阪・梅田駅において、関係者による改善協議会を立ち

上げるとともに、サイン改善に向けた調査を行い、30 年度に事業実

施できるよう、関係者と調整する。 

（4）ガイドブック、マップ [再掲] 

・インバウンド旅客の急激な増加にともないガイドブック、マップの制

作部数は増加しているが、ガイドブックの電子書籍化・デジタル化

や、多言語などを進め、より観光客に役立つツールにしていく。 

（5）Osaka Free Wi-Fi 推進事業 

・Osaka Free Wi-Fi についてはパブリックスペースにおける拡充と府

域における未整備地区の解消を目指し、さらに拡充していく。 

・ここで得られた利用者の属性や、移動実績による来阪者の動向分析、

民間 Wi-Fi とのデータ連携など、ビッグデータの収集・分析を図る。 

 （6）宿泊施設の確保 

 ・宿泊室需要に対応するため、新規の宿泊施設の立地を進めるととも

に、既存施設のリニューアルを図り、富裕層はじめ各種のニーズに応

え得る宿泊施設の整備を働きかける。 

・また、民泊については、大阪府のいわゆる民泊条例（大阪府国家戦略特

別区域外国人滞在施設経営事業に関する条例）、簡易宿泊民泊、いわゆる民

泊新法など、国の動向を見極めつつ、安心・安全で良質の部屋が供給

されるよう、関係機関との連携を図る。 

（7）大阪府の宿泊税対象事業との調整・連携 

・Osaka Free Wi-Fi 設置促進事業や、トラベルサービスセンター大阪

運営事業、食でおもてなし・多言語メニュー作成支援事業などについ

て、大阪府と協力、連携し、大阪における観光インフラの充実を図

る。 

（8）高規格で質の高い観光サービスの提供 

   ・来阪する観光客の満足度向上には、観光施設で接する従業員の質を高

めることが必要であり、観光系大学や民間事業者と連携するなど、観

光産業の生産性向上の寄与に努める。 

・また、これらを賃金水準の向上につなげることにより、観光産業への

有為な人材の確保や育成が図られるよう、関係者に働きかけていく。 

 

8 フィルムコミッション 

・映画等のロケ誘致、エキストラの手配などの支援を行うフィルムコミ

ッション事業を引き続き推進する。 

・平成 29 年度はインバウンド誘致と連動したロケ誘致や作品の舞台や
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ロケ地を活用した観光プロモーションなど、プロモーション事業での

活用を更に推進する。 

・また、映像産業の誘致など、府内経済の活性化に結び付くよう、工夫

していく。 

・特に、専門性を有する職員を雇用し、より一層、支援事業を充実させ

るとともに、誘致に向けた取り組みをを強化し、より一層、FC 事業

を推進する。 

 

9 自主財源の確保 

（1）新規事業の開発検討 

・観光客の利便性向上に寄与できる周遊パスに匹敵する新たな独自商品

の開発を検討する。また、周遊パスの府域への地域拡大の検討を行

う。 

（2）新たな自主財源の確保 

・平成 28 年度に、オフィシャルスポンサー制度を導入し、計 5 社を獲

得する見込みであり、引き続き、オフィシャルスポンサーの拡大、継

続を目指す。 

・平成 28 年度制定した大阪観光ロゴを使ったオリジナルグッズを作成

するなど、ライセンス契約による自主財源の拡充を図るとともに、新

たな自主財源の確保に向けた検討を行う。 

・新たな賛助会員の獲得も含めて、賛助会員のあり方の検討を進め、大

阪観光局に協力いただける方々のすそ野を広げて行く。 

（3）賛助会員向け事業の展開 

①セミナーの開催 

・観光関連業界の動向や観光情報の指標等観光に関する最新情報を提供

するセミナーを開催する。 

②情報の発信 

・賛助会員情報をホームページに掲載し、会員相互の交流を図るととも

に、大阪観光データベースを一部開放するなど、有用な情報を会員に

届けていく。 

（4）周遊パス [再掲] 

①新たな販路開発 

・カード会社やドラッグストアなど新たな販路の開発を進める。また、

プロモーション事業と連携して海外旅行代理店への販売も拡大する。 

・さらに、利用エリアの府内市町村への拡大に向けて検討を進める。具

体的には、千里地区への範囲拡大による府内への送客の拡大図るとと
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もに、参画施設の拡大による商品力の維持向上に努める。 

②IC カード化に向けた検討 

・将来の IC カード化をにらんで、システムの在り方を検討し、システ

ム構築の準備を進める。 

 

10 その他 

（1）IR、万博誘致への協力 

・大阪は「世界有数の高付加価値経済 MICE 戦略都市」を目指して、積

極的に MICE 誘致に取り組んでいる。ハードについては、世界的には

着席ベースで1万人収容の会議場と10万㎡の展示場を備えた複合型

の施設が必要だと言われており、大阪は収容人数、施設規模ともに不

足している。 

・また、富裕層をターゲットにした高規格で質の高いサービスを提供す

る複合型観光施設の整備が望まれている。 

・IR 推進法の成立を受け、観光政策、都市政策、文化政策、地域振興と

いう観点から議論が深まるよう、関係者を支援していく。 

・IR の立地が想定される夢洲では、2025 年万博の誘致も進められてお

り、大阪観光ロゴを使ったピンバッチを製作するなど、その誘致に向

けて、関係機関に協力していく。 

（２）百舌鳥・古市古墳群世界文化遺産登録への協力 

   ・堺市にある百舌鳥古墳群と羽曳野市・藤井寺市にある古市古墳群につ

いて、大阪初となる世界文化遺産登録の実現に向けて、関係機関に協

力していく。 

（３）観光政策に対する有益な提言 

 ・大阪は、DMO 法人の先駆者として、日本全体の DMO をけん引する

役割も求められている。 

 ・観光局の事業活動等を通じて得られる重要な論点については、関係機

関に提言するなど、より観光団体が活動しやすい環境づくりをめざ

す。 

 


